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１  計画策定の趣旨  

 昨今の厳しい財政状況の中、当町は事務事業の見直し、機構改革、外部委託

等の活用を図りながら定員管理の適正化に取り組んできた。しかしながら、少

子高齢化の進行、歳入構造の脆弱さ、景気回復の遅れに加え、豪雪、豪雨、長

野県北部地震等相次ぐ災害、そして急速に進む人口減等様々な要因により、厳

しい行政運営を強いられる状況となっている。  

 一方で、いわゆる地域主権改革一括法による市町村への権限移譲、行政ニー

ズの多様化・複雑化、職員数削減の影響により職員一人あたりの業務量が増大

し、責任と負担が増えているのも事実である。  

津南町定員管理計画は、以上の状況に対応する中で、より一層効率的な行政

運営を目指し、職員の適正配置を推進するために作成する。この計画は平成 29

年度から平成 33 年度までの５年間を計画期間とするが、財政状況や事業需要等

による大きな情勢の変化がある場合はその時点で見直しを行う。  

職員は、職員数の削減により基本的な行政サービス水準の低下を招いたりし

ないよう、資質の向上と事務能力、政策形成能力の向上が求められており、こ

れに応えていくことは言うまでもない。  

 

２  定員管理の現状  

(1)職員数の推移  

 津南町定員管理計画（平成 24 年度～平成 28 年度）では、目標数を平成 29

年４月１日に 219 人としていた。これに対し、目標を上回る職員の削減が続き、

目標より１年早い平成 28 年４月１日の段階で、目標数を 19 人下回る 200 人と

なっている。  

 これは、自律に向けたまちづくり報告書（以下「自律計画」という。）や第５

次津南町総合振興計画前期基本計画（平成 23 年度～平成 27 年度）において、

事務事業の見直し、機構改革、事務の電子化等の行財政改革を進めてきた成果

でもあるが、団塊の世代の大量退職が続き新採用で補いきれなかったこと、津

南病院の診療体制が変更されたことも要因として挙げることができる。  
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□年度別職員数の推移（各年４月１日現在  派遣・出向含む  H23 は 4 月 4 日現在）  

 H23 H24 H25 H26 H27 H28 

職員数  228 224 221 220 214 200 

削減数  －  ４  ３  １  ６  １４  

前年比  －  △ 1.8% △ 1.3% △ 0.5% △ 2.7% △ 6.5% 

 

(2)類似団体との比較  

 類似団体比較は全ての市区町村を人口と産業構造（産業別就業人口の構成比）

を基準にいくつかのグループに分け、そのグループごとの職員数を算出し、指

標としたものである。  

 地方自治体が置かれている状況も様々であり、職員数だけをもって他の市町

村と比較するべきではないが、類似団体との比較においては、民生部門が多く

なっており、他の部門は同等あるいは少ない傾向にある。  

 

□平成 28 年４月１日現在類似団体比較表         （定員管理調査）  

部  門  
職員数 A 類似団体との比較  

備  考  H27.4.1 
Ａ  

H28.4.1 
Ｂ  

単純値  
Ｃ  

修正値  
Ｄ  

A-C A-D 

議 会  ２  ２  ２  ２  0 0  

総 務 企 画  ２０  １９  ３０  ３２  △ 10 △ 12  

税 務  ８  ８  ８  ８  0 0  

民 生  ４０  ３８  ２３  ２７  17 13  

衛 生  １３  １２  １０  １４  3 △ 1  

農 林 水 産  ９  ８  １３  １３  △ 4 △ 4  

商 工  ５  ５  ４  ４  1 1  

土 木  ５  ５  ９  ９  △ 4 △ 4  

一般行政計 １０２  ９７  ９９  １０９  3 △ 7  

教 育  １５  １３  １８  １３  △ 3 2  

普通会計計 １１７  １１０  １１７  １２２  0 △ 5  

病 院  ８５  ７７       

水 道  １  １       

下 水 道  ４  ４       

そ の 他  ６  ７      国保・介護  

合 計  ２１３  １９９       
 ＊各部門ごとの各類型全団体の単純な平均値（単純値）とその部門に職員を配置している

だけの平均値（修正値）を算出しており、単純値は大まかな状況を、修正値は部門間の比

較に適している。  
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(3)人口１万人当たりの職員数   

 職員数の人口割合では、それぞれの自治体の構造が違うことから比較するべ

きものでもないが、県内の町と比べてみると、比較的少ない職員で町民を支え

ている。  

 

□人口に対する職員数（普通会計職員数）の県内比較（ H28.4.1 現在）  

町   名  推計人口 H28.4.1 職員数（普通会計） 人口１万人当たり職員数 

阿 賀 町  １１，４６２人  ２８８人  ２５１．２７人  

関 川 村  ５，７３８人  ９７人  １６９．０５人  

刈 羽 村  ４，７３４人  ７９人  １６６．８８人  

湯 沢 町  ８，０３２人  １０９人  １３５．７１人  

出 雲 崎 町  ４，４９５人  ６０人  １３３．４８人  

津 南 町  ９，８８９人  １１０人  １１１．２３人  

聖 籠 町  １３，９３０人  １５２人  １０９．１２人  

弥 彦 村  ８，１３３人  ７５人  ９２．２２人  

田 上 町  １２，０４６人  １０９人  ９０．４９人  

 

(4)年齢別職員構成  

 当町は昭和 40 年代に職員を多く採用したが、ここ 10 年ほどの間、その世代

の定年による大量退職が続いた。これに対し、新採用については、定員管理を

行う中で退職者数以下の採用数としてきたが、一定の職員数を確保する必要が

あったことから採用数が増え、一般事務、保育士等においては 20 代の占める割

合が高くなっている。一方で、 30 歳代から 50 歳代前半にかけての中堅から次

期幹部職員となる世代は、長期にわたり採用を控えてきたことから割合が低く

なっており、全体として構成にバランスを欠いている。津南病院専門職につい

ては、同様な大量退職が続いたが、特に看護師不足を解消するため、募集の年

代枠を広げたことから、比較的バランスはよくなっているが、新規学卒者の応

募が少ないことから 20 歳代の割合が少なくなっている。職員構成の偏りにより、

課長、班長等の幹部系の職員が急激に若年化しており、人事管理に様々な問題
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をもたらすことが予想される。今後の職員採用計画において、職員構成の平準

化を進める必要がある。   

 

 

(5)財政指数との比較  

 平成 27 年度の人件費（一般会計）は９億 2,687 万円で、前年度比△ 1.0％、

歳出総額の 12.5％を占めている。当町の経常収支比率は 74.2％であり、健全財

政を保っているといえるが、厳しい社会経済状況、急速な人口減を考えると、

人件費をはじめ今後も徹底した経費削減を図っていく必要がある。  
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３  定員管理計画の基本方針  

 津南町定員管理計画（平成 24 年度～平成 28 年度）の計画期間においては、

本計画の「２  定員管理の現状」に記載のとおり、予定を大幅に前倒しするペ

ースで職員数の減が進んでいる。  

 今日の厳しい経済情勢、町の財政状況をみれば、住民サービスやまちづくり、

地域活性化の財源を確保するため、引き続き人件費を抑制していく必要がある。 

 一方では、職員削減や地域主権一括法の影響等により、職員一人あたりの業

務量が増加し、責任も比例して増えている。  

 今回の定員管理計画では、上記に加え、少子高齢化や住民ニーズの複雑化、

価値観の多様化による行政需要の変化等も視野に入れたなかで、アウトソーシ

ング、組織体制の見直しを図りながら最小の経費で最大の効果を発揮できるよ

う職員体制を整備する。  

 

４  新しい定員管理計画  

(1)計画期間  平成 29 年度～平成 33 年度  削減率３％（ H29.4.1/H34.4.1）  

 

(2)目標数  平成 34 年４月 1 日  193 人（ H29.4.1 比  増員 25 人、減員 31 人） 

 

(3)採用試験  

 採用試験については、原則として新潟県市町村総合事務組合が行う筆記試験

及び町が行う面接試験による。  

 

(4)採用時期  

 採用時期については４月１日採用を原則とする。  
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５  定員管理の推進方法  

 当町は職員の年齢構成にバランスを欠いており、なるべく平準化を図りなが

ら新規採用を行うものとする。なお、職員削減における対応は、自律計画等に

掲げる見直し、事務事業の精査などで対応する。  

 

(1)事務事業の見直し  

 自律した町づくりの骨子を構築するため、また、財源を生み出すため自立計

画とそれに続く総合振興計画策定の中で、全職員で自分が受け持つ全ての事務

事業について点検、評価を行った。  しかしながら、まだ、評価通りに実行で

きていない事務事業も見受けられる。最小の経費で最大の効果を上げるため、

住民の視点、成果、コスト、スピードを常に意識し、事務事業の見直しを進め

るなかで職員削減に対応する。  

 

(2)人材育成と人事管理  

 平成 22 年３月に策定した「津南町人材育成基本方針」で示されている、求め

られる職員像、求められる能力を職員一人ひとりが常に意識し、資質、能力の

向上に励むものとする。個人の能力を高めることにより組織としての総合力を

高め、職員削減に対応する。  

□求められる職員像  

①高い倫理観と強い使命感を持ち、町民から信頼される職員  

 ②町民感覚及びコスト意識を持ち、町民の視点で行動する職員  

 ③広い視野と柔軟性を持ち、行政課題に対応する職員  

 職員の能力を十分に発揮させるためには、職員の能力が活用され、更に開発

される職務分野に配置することが重要であり、職員の意欲も考慮した適材適所

の人事配置など、職員と組織にとってより良い人事管理の推進に努める。  

 

(3)組織体制の見直し  

 当町は、課を統廃合し、係制を廃止することにより組織のフラット化を図っ

たが、必ずしも機能しているとは言えない。限られた職員の中では難しい面も
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あるが、効率的かつ柔軟な組織運営ができるよう、課、班の業務の形態に合わ

せて、職員を流動的に動員できる体制の活用を図る。  

 

(4)民間委託  

 効率性、専門性、行政責任の確保の観点を踏また中で、民間でできる業務を

洗い出し、公共サービスの民間委託等を進めていく。  

 

(5)臨時職員等の活用  

 資格や免許を必要とする専門職や事務の繁忙期においては臨時職員等を活用

する。当町の場合、実態的に補助的なものの範疇を超えて、体制上必要な雇用

となっているものも多い。業務運営や職員配置のあり方もあわせて検討してい

く必要がある。  

 

６  おわりに  

 この計画により、着実な定員管理を図っていくものとするが、新たな行政需

要や社会情勢の変化、公務員制度改革等により目標値の変更が必要となった場

合には、適宜計画を見直すものとする。  

 地方自治体を取り巻く状況は年々厳しくなり、経済状況が好転しない中で、

町民の職員を見る目も益々厳しくなっている。簡素で効率的な職員体制の構築

に向けて、不断の取り組みを続けていることについて、町民の理解と共感を得

ることが必要である。  

  


